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別紙

東日本電信電話株式会社及び西日本電信電話株式会社の指定電気通信設備に関する接続約款の変更案に関する弊社の意見

１．はじめに

この度、ＭＤＦ接続料及びコロケーション・ルールに関する意見を述べさせていただく機会を与えていただきまして感謝いたします。

コロケーション・ルールについては本年６月のパブリックコメント実施から省令改正及び接続約款改正まで早急にルールが整備されたことを非常に高く評価いたします。

特に、自前工事導入や接続工事期間短縮などその一部については改正に先立っての実施となるなど、高速インターネットアクセス普及促進への積極的な政策の現れと感じております。

以下、弊社の意見を述べさせていただきます。
２．ＭＤＦの接続料についての意見

【1】 情報公開について

· ＮＴＴ東西の接続約款案では算定根拠が貧弱で、接続料金が妥当かどうか全く判断できません。当然、意見も十分に述べることができません。こうしたことから残念ながらパブリック・コメントを行う意義が半減します。

· したがいまして、算定根拠等に疑義がある場合に情報公開を行うスキームの創設を強く要望いたします。

【2】 回線管理運営費について

＜問題点＞

1 専用回線モジュールの接続料を適用する理由が明確でない

2 回線管理運営費（336円）の内訳が不明確であり、ＭＤＦ接続に必要なものかどうか判断することができない

＜算定の考え方＞

3 回線管理運営費の申込み受付費用は一時的な費用であり月額料金で回収するべきではない

4 回線管理運営費のデータベース維持・運営は、サービス開始・契約変更等に伴う入力及び、事業者ごと月１回の接続料金請求時の出力にかかる費用とすべき

5 回線管理運営費のの算定は将来需要を見込んだ５年間の原価で算定すべき

＜問題点＞

1 専用回線モジュールの接続料を適用する理由が明確でない

· 回線管理運営費に専用回線モジュールの接続料を適用していますが、ＭＤＦ接続の回線管理がなぜ専用回線の回線管理と同じになるのか理由が明確でありません。電話や専用だとどのような回線管理をしているのか、ＭＤＦ接続に必要な回線管理とどの部分が違ってどの部分が同じなのかを比較するためには、今回の接続約款案のは甚だ算定根拠が乏しいといえます。

2 回線管理運営費（336円）の内訳が不明確であり、ＭＤＦ接続に必要なものかどうか判断することができない

· 郵政省の報道資料の申請概要には、回線管理費用（336円）の内訳が接続事業者からの申込み受付費用及びＤＳＬのデータベースの維持・運営費用（203円）と接続事業者への接続料の請求・回収費用（136円）と別掲されていますが、算定根拠には回線管理費用（336円）だけしか記載されていません。

· 回線管理運営費（336円）の内訳については、接続会計処理手順書の「営業費」の「接続管理」の４項目すなわち、「販売サポート・専用線（接続）」、「料金・専用（接続）」、及び、「企画・専用線」の一部、「共通営業」の一部が含まれていると想定されますが、それが203円と136円に相当するのかどうか、どの費用に相当するのかについても定かではなく、全く根拠の乏しい数字であると言えます。また、その内訳がないためＭＤＦ接続に専用線の回線管理運営費を使っていいのかどうかという判断もできかねます。

· そもそも、ＮＴＴ東西の算定根拠は必要最小限しか開示しないという方針のため、回線管理費用について電話や専用線でどの程度かかっているかということはこれまで開示されたことがありません。ＰＨＳ回線管理運営費しか切り出していません。現在の接続会計規則では様式第５の設備区分別費用明細表のように、設備に着目した会計方式になっているため、設備と関係なく回線ごとにかかる費用はいずれかの設備の中に内数として含まれることになっています。例えば、電話は「端末系伝送路（加入者回線）」の中に、専用は「専用加入者モジュール」の中に設備にかかる費用と回線にかかる費用が混在していると想定されます。回線管理運営費が専用では336円かかることになっていますが、電話ではいくらかかるのか、比較すらできません。

· 回線管理運営費（336円）は、原価（5,384百万円）÷回線数（1,318,517回線）で算定されていますが、原価が設備区分明細表（p.70）の費用項目と専用加入者線装置モジュール（p.4）の内訳が対応していないため、算定根拠となる数字に関連性が見られず、根拠が不明確となっています。設備区分明細表（p.70）と専用加入者線装置モジュール（p.4）を対応させるか、少なくとも、専用加入者線装置モジュール（p.4）①指定設備管理運営費の専用回線管理運営費（5,266百万円）の内訳だけでも設備区分明細表（p.70）の費用項目別に開示すべきと考えます。このように、数字に関連性がないとＮＴＴ東西が恣意的に原価を高くしているのではないかという疑問を抱かれても当然といえます。　　　

（表１参照）

· また、接続会計報告書の様式第５の設備区分明細表では費用項目の内訳が１４項目もあるのに、今回は設備区分明細表（p.70）で費用項目が１０項目に減少するなど、内訳が少ないため、減価償却費でも設備区分直接の減価償却費と支援設備の減価償却費との区分ができておらず、専用加入者モジュールという装置にかかっている減価償却費なのか、ソフトウェアなど無形固定資産などにかかっている減価償却費なのかが明確ではありません。そのため、回線管理運営費の減価償却費には前者の減価償却費は除かれるべきですが、そのような判断すらできません。

（表２参照）

（表１）回線管理運営費の比較

・専用加入者線装置モジュール（p.4）①指定設備管理運営費・・・「合計」の行

・設備区分明細表（p.70）・・・「専用加入者装置モジュール」の列

　　　　（百万円）

区分
専用線加入者モジュール（p.70↓）
一般専用（50b/s）
一般専用

（AM／FM）
一般専用

（その他）
高速デジタル伝送
ＡＴＭ専用
主配線盤～専用加入者線装置モジュール
フレムリレー用加入者線終端装置
専用回線管理運営費
ＩＰルーティング網接続費用

営業費用
4,387
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

（再）貸倒損失
0
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

運用費
0
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

施設保全費
41,123
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

共通費
8,438
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

管理費
4,703
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

試験研究費
５,440
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

通信設備使用料
565
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

租税公課
2,879
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

減価償却費
55,056
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

固定資産除却費
2,314
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

（再）除却損
1,728
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし
なし

合計（p.4→）
124,909
3,785
993
69,284
36,825
4,757
1,057
494
5,266
2,455

（表２）設備区分明細表の比較

· 様式第５の設備区分明細表

· 接続約款案の設備区分明細表（p.70）


様式第５の設備区分明細表
接続約款案の設備区分明細表（p.70）
回線管理運営費に含まれるかどうかの判断（推定）

営業費
○
○
○

運用費
○
○
×

設備区分直接の施設保全費
○　
施設保全費
×

支援設備の施設保全費
○　
（区分なし）
○

共通費
○
○
○（一部）

管理費
○
○
○（一部）

試験研究費
○
○
×

通信設備使用料
○
○
○

租税公課
区分なし
○
○

設備区分直接の減価償却費
○
減価償却費
×

支援設備の減価償却費
○
（区分なし）
○

設備区分直接の固定資産除却費
○
固定資産所却費
×

支援設備の固定資産除却費
○
（区分なし）
○

合計




＜算定の考え方＞

3 回線管理運営費の申込み受付費用は一時的な費用であり月額料金で回収するべきものではない

· 申込み受付費用は受付時のみに発生するという一時的な費用であり、恒常的な月額料金で回収すべきではないと考えます。

· 接続約款ではＭＤＦ接続の接続工事費や線路条件調査費が定められていますが、このような工事費はその申込み受付費用も含まれているものと理解しております。別途接続工事費を徴収しているにも関わらず、回線の受付費用を徴収することは、受付費用を二重に徴収していることとなります。

· したがって、申込み受付費は課すべきでないと考えます。

4 回線管理運営費のデータベース維持・運営は、サービス開始・契約変更等に伴う入力及び、事業者ごと月１回の接続料金請求時の出力にかかる費用とすべき

· ＭＤＦ接続の場合、接続回線の管理に必要なデータは回線ＩＤ（電話番号と同じでもよい）、契約者名、住所、サービス種別、サービス開始日、接続事業者名、ＭＤＦ端子盤の番号、接続料金だけです。電話のように重量課金もなければ、専用線のように対地や分岐もなく、しかも毎月変更しなければならない項目がないためサービス開始時に設定するのみでよく、必要とされるデータベースは非常にシンプルでエクセルファイルでも作成可能なものです。

· したがって、データベース維持・運営にかかる費用はほとんどなく、サービス開始・契約変更等に伴う入力及び、毎月の接続料金請求時に発生する費用が大部分を占めると考えます。

5 回線管理運営費の算定は将来需要を見込んだ５年間の原価で算定すべき

· ＭＤＦ接続によるＡＤＳＬサービスは「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」第四条　第２項により、将来需要を見込んだ５年間の原価で算定すべきと考えます。なぜなら、ＡＤＳＬサービスはＮＴＴ東西の商用化が平成１２年１２月と非常に新しいサービスであり、また、ＩＴ革命では高速インターネットアクセスの本命となっていることから相当の需要数が見込まれるサービスです。現在の専用線の回線数１３０万回線に比べ、ＩＴ革命の高速インターネットアクセスでは少なくとも３，０００万世帯が重点政策目標として「ＩＴ基本戦略」（ＩＴ戦略会議　平成１２年１１月２７日策定）に掲げられています。
· 弊社では、ＡＤＳＬの需要をＩＴ革命の高速インターネットアクセスの約半分と想定し、５年間の算定期間で算定したところ、回線管理運営費は３５円／月・回線程度と考えます。（添付資料参照）

· 「指定電気通信設備の接続料に関する原価算定規則」第四条　第２項

　接続料の原価の算定期間は一年とする。ただし、指定電気通信設備にその電気通信設備を接続する電気通信事業者が省令で定める機能を利用して提供しようとする電気通信役務が新規であり、かつ、今後相当の需要が見込まれるものであるときは、省令で定める機能に係る接続料の原価の算定期間を五年までの期間の範囲内で定めることができる。

【３】故障受付について

　　

＜問題点＞

1 故障受付の内容及び費用の内訳がないため、ＭＤＦ接続にかかる費用かどうか判断できない

＜算定の考え方＞

2 故障受付については運用保守区分が明確なため費用は発生しない

3 初期不良は工事費で回収すべき

＜問題点＞

1 故障受付の内容及び費用の内訳がないため、ＭＤＦ接続にかかる費用かどうか判断できない

· 接続約款案の故障受付は１１３のことと理解しております。接続会計処理手順書では「試験受付」の中に「ユーザからの故障申告に関する受付」、「ユーザからの話中調べに関する受付」、「故障確認等を行う試験受付業務」の３項目が福間Ｒ手いるのに対し、接続約款案の故障受付には「Ｂ．故障受付コスト；本機能提供における事業者からの試験申告に対する受付・手配等の業務に関するコスト」となっており、接続会計処理手順で説明している内容と異なるのではないかという疑問を持たざるを得ません。

· 接続約款に従い、接続事業者が「事業者からの試験申告に対する受付・手配等」の費用を負担しているという事実があるかどうか確認できませんが、故障に関して事業者同士の連絡や運用・保守は、保守契約で定められているものと理解しております。ＮＴＴ東西が接続事業者からの故障受付に対して課金するならば、同様に接続事業者もＮＴＴ東西に対して課金が可能とすべきと考えます。

＜算定の考え方＞

2 故障受付については運用保守区分が明確なため、費用は発生しない

· ＭＤＦ接続の場合はＭＤＦが相互接続点であり、運用保守も明確に分解点で区分されており、ＤＳＬサービスに関する問い合わせはＤＳＬ事業者が受けることとなっております。したがって、故障受付（１１３）にかかる電話はなく、当然費用も発生しないと考えております。

· ＤＳＬサービス開始当初は障害が少なからずも発生しておりますが、ＮＴＴ東西の工事不良など全て初期不良が原因であり、安定稼動時期での障害は現在のところ１件もないことを申し添えます。

3 初期不良は工事費で回収すべき
· 初期不良による故障受付は工事費で回収すべきと考えます。

【４】追加ＭＤＦについて

　　

＜問題点＞

1 接続約款案ではＭＤＦの単価が専用線も含めた回線ごととなっているため、メタルの加入者回線と接続しているＭＤＦ単価より割高となっている

＜算定の考え方＞

2 ＭＤＦの費用は実態にあわせて算定すべき

＜問題点＞

1 接続約款案ではＭＤＦの単価が回線ごとになっているため、メタルの加入者回線と接続しているＭＤＦ単価より割高となっている

· 追加ＭＤＦのコストは回線当たりの費用となっておりますが、電話も専用線も合計されて按分されているのは問題と思います。電話やＤＳＬ事業に供するＭＤＦと専用線の光品目に供するＣＴＦは設備単価や保守・運用方法など異なること、また専用線の場合は対地や分岐が存在することから同じ１回線でも２つ以上のＣＴＦを使う場合があること、他の中継系を使うサービスと異なりＤＳＬ事業で使用するＭＤＦは加入者回線と接続するＭＤＦしか使用しないことなどにより、メタルの加入者回線と接続しているＭＤＦの費用は専用線が高く電話などメタル用の費用が安くなると考えます。したがって、メタル用１端子当たりのＭＤＦの費用は接続約款案（30円）よりさらに安くなると考えております。

＜算定の考え方＞

2 ＭＤＦの費用は実態にあわせて算定すべき

· ＮＴＴ東西のメタル回線数が頭打ちとなって減少していること、ＮＴＴ東西がＤＳＬ事業者の要望するＭＤＦを全て確保できない状況にあること、電話の回線がラインシェアリングに切り替わっていくと電話で利用しているＭＤＦが余ってくること、ＮＴＴ東西も電話や一般専用で利用しているＭＤＦの空きを調べて部分的にＤＳＬ事業者に提供していること、実際ＤＳＬ事業者が使用しているＭＤＦは既存のＭＤＦの場合がほとんどであることなどから考えると、ＭＤＦの追加増設はほとんどなく、特にラインシェアリングの場合は契約約款案で提示されているＭＤＦの費用よりも当然負担は軽くなると考えます。



３．コロケーションについての意見

【１】標準期間について

· 標準期間については従来より期間が短縮されたとはいえ、まだ不十分と考えます。

· ②のＰＯＩの設置の申込み～工事の着手については設計として実質２週間しかかからないはずであり、半分の期間に短縮すべきと考えます。

【２】作業単金について

· 作業単金についても従来より若干安くなったとはいえ、平日昼間8,295円／時間と依然として高額であり見直しを行っていただくよう強く要望いたします。

· 立会や工事、調査を行うのはＮＴＴ社員ではなく、業務を委託している協力会社等の作業担当の方が行っているので、ＮＴＴ東西の平均給与から算定するのは間違っており、業務委託費から算定すべきと考えます。

４．ＩＳＤＮoverＤＳＬについての意見

· 新聞報道等ではＮＴＴ東西がＩＳＤＮｏｖｅｒＤＳＬサービスを来春より開始すると報じられていますが、このサービスはＮＴＴ東西の反競争的行為を引き起こしかねないことを弊社は大変強く危惧しております。以下の点について、早期にＮＴＴ東西にご指導いただけますようお願いいたします。

· ＩＳＤＮoverＤＳＬサービス開始時期の早期の明確化

· 他事業者及びＮＴＴファミリー以外のベンダーが市場参入できるように早期に技術開示を行うこと

· ＩＳＤＮからアナログ電話への番号ポータビリティの早期実現（ＩＳＤＮoverＤＳＬサービス開始時よりも早い時点での実現）

以上
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